
令和３年８月２４日

第2回

大口町下水道事業経営審議会
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スケジュール

• 第1回(6月11日)

• １．大口町公共下水道事業の概要

• ２．下水道事業経営の基本的考え方

• ３．経営状況について

• 第2回(8月24日)

• １．公営企業会計移行について

• (特別会計と公営企業会計の比較)

• ２．大口町の現行使用料について

• ３．他都市の事例整理・料金改定状況

• ４．財政収支の見通し

• (人口動態、使用水量、建設計画等、減価償却の見通し)

• 第3回(11月頃)

• １．基準内外繰入金の基準について

• ２．財政収支の見通しを考慮した適正な平均使用料単価

• 第4回(2月頃)

• １．使用料対象経費を構成する各経費の性質に着目し、使用料対象経費を

• 各使用者群に配賦する。

• ２．基本使用料及び基本水量の有無、累進度の設定等の条件を加味した総

• 合的な検討を行い、使用料体系を構築する。
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１．公営企業会計移行について
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公営企業会計移行への背景
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全国的に、
人口減少や節水型機器の普及により
使用料収入の増加が見込まれない中、
老朽化した施設の改築・更新による
建設費の増加が想定されています。

経営状況を把握しながら、
効率的な経営を行う必要があります。

経営状況の把握がし易い
公営企業会計への移行が必要となります。

現在

特別会計 公営企業会計

記録方法 現金主義 発生主義

特徴
経営状況の

把握が難しい
経営状況の
把握がし易い

人口3万人以上
の自治体

令和元年度までに移行する
ことが求められていた

人口3万人未満
の自治体

令和5年度までに移行する
ことが求められている

令和5年度～



公営企業会計移行への背景
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総務省 公営企業会計の適用拡大について 2019年4月24日
https://www.soumu.go.jp/main_content/000618177.pdf

人口3万人未満の自治体においては、令和5年度までに公営企業会計へ
移行することが総務省より求められている。



公営企業会計移行への背景
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どうして公営企業会計の導入を国は求めるのか？

① 大量更新時代を迎える公営企業施設の維持管理や更新には多額の費用を要する
一方で、国・地方の財政が厳しさを増す現在、地方公営企業に対する一般会計負
担の更なる拡大には限界がある。

② こうした中、住民向けサービスの安定的供給に支障が生じないように施設の更
新投資を着実に進めていくためには、そのための費用把握・財源確保を適時適切
に行うことが重要。

③ 更新投資のための費用把握・財源確保のためには、その前提として、現在保有
している資産の価値、及び当該資産に対応する財源を把握し、適正な料金水準を
設定することが必要。

⇒ 資産価値や事業毎の損益が明確にならない単式簿記・現金主義の官庁会計方式
には限界がある。
地方公営企業法に基づく企業会計方式の活用を一層促す必要がある。

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000327259.pdf）



大口町の法適用までのスケジュール
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令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度
(平成31年度） (平成32年度） (平成33年度） (平成34年度） (平成35年度）

③－2 システム調整・導入

② 法適用準備（移行事務）

新予算

予定開始

貸借対照表

作成

各種内部調整

職員研修

法適用基本計画

条例・規則の一部見直し

R4年（H34年）9月議会に上程

③-1 システム検討

① 固定資産調査・評価

調整

③-3 運用試験

公営企業会

計ｽﾀｰﾄ

R5年4月1日～

（H35年4月1日～）

減価償却費

算出

(コンバートファイル作成)

勘定科目等

決定

事務

引継ぎ

調整

システムを利用して作成

令和元年度より、法適用移
行に向けた検討を行ってい
ます。

令和5年4月より公営企業会
計を開始する予定です。

現在は基本計画で作成した
スケジュールに沿って検討
を進めています。

法適用基本計画で作成したスケジュール



現金主義会計と発生主義会計
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会計処理 現金主義（特別会計） 発生主義（公営企業会計） 

料金収入の記帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

物品購入の記帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検針 

料金調定 

納入通知 

現金収入（記帳時点） 

検針 

料金調定（記帳時点） 

納入通知 

現金収入 

 

発注 

納品・検収 

代金の請求を受ける 

代金の支払い（記帳時点） 

発注 

納品・検収（記帳時点） 

代金の請求を受ける 

代金の支払い 

◇現金主義◇
【メリット】

お金の流れに従って計上するため、管理が
し易いです。

【デメリット】
減価償却等の”お金の流れが発生しない取
引”を計上することができないため、経営
状況の把握が困難です。

◇発生主義◇
【メリット】
お金のやり取りを待つ必要がないため、
経営状況を迅速に把握する事ができます。

【デメリット】

使う勘定が多くなり、会計処理が複雑にな
ることがあります。



減価償却費及び長期前受金戻入について
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公営企業会計移行によって新たに追加される項目として、
「減価償却費」「長期前受金戻入」があります。

【減価償却費】

建物、構築物、機械器具、車両運搬具な
ど、時の経過によってその価値が減少す
る資産について、その取得に要した金額
を各事業年度の費用として配分していく
「現金の支出を伴わない費用」のこと。

【長期前受金戻入】

資産の取得時に財源とした補助金などを、
減価償却に対応して各事業年度の収益と
して配分していく「現金の収入を伴わな
い収益」のこと。

減価償却した部分に含まれる補助金相当額を
長期前受金戻入で収益化する。

＜長期前受金戻入のイメージ＞



特別会計について
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歳入 歳出

一般会計繰入金 企業債償還金

修繕費企業債
人件費補助金

維持管理費
受益者負担金

料金収入
建設改良費

特別会計
特別会計

本来下水道使用料で賄うべき収入を、
一般会計繰入金(基準外繰入)で
補っています。

基準外繰入金に頼らない下水道事業
経営を行うためには、使用料金改定
等により適正な使用料収入を確保す
る必要があります。



公営企業会計について
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減価償却費・長期前受金戻入も収
入・費用として計上したうえで、
収益的収支が黒字になる（純利益
が発生する）ことが求められます。

公営企業会計

公営企業会計移行後も基準外繰
入金に頼らない下水道事業経営
を行うためには、減価償却費等
を見込んだうえで、使用料金改
定等により適正な使用料収入を
確保する必要があります。

維持管理に係るもの

建設に係るもの

収益的収入 収益的支出

資本的収入 資本的支出

内部留保資金
にて補てん

企業債償還金

料金収入

人件費

維持管理費

企業債

建設改良費
補助金

受益者負担金

⻑期前受金戻入
純利益

一般会計繰入金

減価償却費

料金改定値上分
修繕費

⻑期前受金戻入
相当額

内部留保資金



２．大口町の現行使用料
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大口町の現行使用料について
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大口町_建設課 公式HP
https://www.town.oguchi.lg.jp/5631.htm

〇下水道使用料体系
「定額制」「従量使用料制」「基本使用料＋従量使用料制」などがあります。
「基本使用料＋従量使用料制」を導入している事業体は全体の約9割を占めています。
(https://www.mlit.go.jp/common/001305325.pdf)



大口町の現行使用料について
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○ 2か月で 50 ㎥排出した場合

基本使用料 ( 20 ㎥ ) 1,428円

超過使用量 ( 21～ 40 ㎥ ) 104円 × 20 ㎥＝ 2,080円
( 41～ 50 ㎥ ) 119円 × 10 ㎥＝ 1,190円

(1,428円＋2,080円＋1,190円) × 1.1 ＝ 4,698 × 1.1
＝ 5,167円



大口町の使用料収入について
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大口町の下水道使用料は、
整備面積の増加及び水洗化率の
増加によって微増傾向にあります。

今後の整備スケジュールを踏ま
えた上、使用料収入の予測を行
う必要があります。

下水道使用料収入の推移

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

下水道使用料
（千円）

298,686 321,413 327,831 337,848

※令和元年度以前の収入額には、特定環境保
全公共下水道事業（平成30年度公共下水道
に統合）、農業集落排水事業（令和元年度
公共下水道に統合）を含みます。

※令和2年度には、一般会計から繰入れたコロ
ナ減免分34,911千円を含みます。



３．他都市の事例整理
料金改定状況
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愛知県内の使用料
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愛知県内市町村の20㎥当たり使用料 安値順位 （一般家庭用・月）（税込）

（総務省 令和元年度下水道事業経営指標・下水道使用量の概要より整理）

No. 市町村 使用料(円) No. 市町村 使用料(円) No. 市町村 使用料(円) No. 市町村 使用料(円)
1 小牧市 1,581 13 犬山市 1,771 23 東郷町 1,980 37 豊橋市 2,277
2 ⻄尾市 1,595 14 知立市 1,782 23 江南市 1,980 38 蒲郡市 2,299
3 刈谷市 1,650 15 名古屋市 1,804 27 豊川市 1,991 39 尾張旭市 2,376
3 安城市 1,650 16 武豊町 1,836 28 岡崎市 1,998 40 稲沢市 2,420
3 大府市 1,650 17 阿久比町 1,870 29 一宮市 2,019 40 大治町 2,420
3 岩倉市 1,650 17 幸田町 1,870 30 半田市 2,030 42 新城市 2,640
7 常滑市 1,705 19 東海市 1,920 31 日進市 2,090 42 あま市 2,640
8 田原市 1,728 20 春日井市 1,925 32 豊明市 2,145 44 津島市 2,821
9 瀬⼾市 1,760 21 大口町 1,929 33 ⻑久⼿市 2,160 45 清須市 2,860
9 碧南市 1,760 21 扶桑町 1,929 34 北名古屋市 2,200 45 蟹江町 2,860
9 高浜市 1,760 23 豊田市 1,980 34 豊山町 2,200 47 弥富市 3,300
9 東浦町 1,760 23 みよし市 1,980 36 知多市 2,222 47 愛⻄市 3,300

大口町は、４８団体中２１位



全国及び類似団体における使用料単価の比較
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全国及び類似団体と比較を行うと、使用料単価は安いということが分かる。

※順位は使用料単価の安い順である。

※類似団体は全国の類似団体を示している。

指標値（円） 132.0

順位（対全国） 210位/743団体

順位（対類似団体） 11位/32団体

区分 全国値 類似団体値

最大値（円） 296.2 225.0

最小値（円） 66.9 71.1

単純平均（円） 156.0 145.0
（円）

第1回審議会資料(再掲載)



愛知県内の下水道使用料改訂状況
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愛知県内の団体における、直近5ヵ年
(H27年~R1年)の改定状況を示してい
ます。

平均使用料の改定率は、
概ね15％程度となっています。

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei_kessan.html

（総務省
「下水道事業経営指標・下水道使用料の概要」より）

市町村名
現行使用料
施行年月日

前回使用料
施行年月日

平均使用料
改定率
(％)

一般家庭用
現行使用料
(20㎥／月)

一宮市 H29.10.1 H21.4.1 14.4 1,982

知多市 H29.4.1 H23.4.1 13.6 2,181

豊橋市 H31.4.1 H7.3.1 15.6 2,277

東郷町 R1.10.1 H27.4.1 26.4 1,980

市町村名
現行使用料
施行年月日

前回使用料
施行年月日

平均使用料
改定率
(％)

一般家庭用
現行使用料
(20㎥／月)

東郷町 H27.4.1 H9.4.1 31.6 1,944

知立市 H29.4.1 H6.4.1 13.5 1,782

豊明市 H29.4.1 H21.7.1 15.4 2,106

幸田町 H29.4.1 H23.4.1 15.2 1,836

法適用

法非適用



全国の下水道使用料水準の推移
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下水道使用料の見直しによって、全国の平均使用料単価は増加傾向です。

総務省 資料4 使用料について
https://www.soumu.go.jp/main_content/000615355.pdf

大口町では供用開始から現在
まで、消費税の導入や税率変
更を除き下水道使用料の見直
しを行っていません。

汚水処理原価等を踏まえた、

適切な使用料単価の検討が必要
となります。



４．財政収支の見通し
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将来人口の見通し
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「第２期大口町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を採用

大口町は人口減少局面を迎えることなく、
今後も緩やかな人口増加傾向を維持する
と予想されています。

全国的に人口減少が進む一方・・・

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年
平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

行政人口(人) 22,591 23,260 24,203 24,678 25,142 25,555 25,910

22,591
23,260

24,203 24,678 25,142 25,555 25,910

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

行
政
人
口
(人

)



処理水量の見通し
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下水道整備及び人口増加に伴い、有収水量は微増傾向となる見込みです。

R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年 R12年 R13年 R14年
有収水量(m3/年) 2,493,405 2,520,554 2,527,851 2,537,641 2,555,221 2,581,172 2,601,829 2,616,193 2,623,546 2,629,580 2,635,290 2,641,000 2,646,629
不明水(m3/年) 1,000,103 768,726 697,834 627,732 557,373 487,063 570,408 653,347 735,531 817,474 899,630 838,322 776,873
処理水量(m3/年) 3,493,508 3,289,280 3,225,685 3,165,373 3,112,594 3,068,235 3,172,237 3,269,540 3,359,077 3,447,054 3,534,920 3,479,322 3,423,502

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000
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4,000,000

R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7年 R8年 R9年 R10年 R11年 R12年 R13年 R14年
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3
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工事費の見通し
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下水道整備については、概ね
令和7年度に完了する予定です。

今後は改築・更新の時代
となります。

150,000千円／年の工事費が
必要となる見通しです。



減価償却費及び長期前受金戻入の見通し(令和5年～令和14年)
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引き続き行う建設・改築・更新工事により
減価償却費及び長期前受金戻入は
増加する見込みです。

建設工事が始まった昭和63年から
耐用年数である50年が経過する
令和20年頃までは増加傾向となります。



財政収支
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資料１ 財政収支の見通し



財政収支
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基準外繰入金
（令和5～14年度）
年平均 59,370千円／年

↓
0円を目標とします。

繰入金の総額は減少するが
一定の基準外繰入金は残る



次回の予定
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○ 繰入金の基準について

○ 財政収支の見通しを考慮した適正な使用料単価について




